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過疎地域を支える地域振興の組織及び連携
――美山における地域振興システムの分析から――
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序 章

⚑節 研究の背景・目的
国立社会問題保障・人口問題研究所（2014）による

と、少子高齢化による日本の総人口は、2060年には
2010年の約⚓分の⚒の8,674万人まで減少すると予想
しており、その影響としては、飲食や娯楽、医療機関
等をはじめとした生活関連サービスの縮小をはじめ、
雇用機会の低下、税収減に伴う行政サービスの低下な
ど様々な課題が起こると考えられる（図⚑）。

高齢化率（人口に占める65歳以上の割合）は、大阪
で万国博覧会が開催された1970年には⚗％を超えて高
齢化社会となり、その後、1994年には14％を超え、高
齢化社会から高齢社会になり、2015年時点では高齢化
率が26.7％、80歳以上の人口が初めて1000万人を超え、
労働力人口の減少等をはじめ様々な課題が出て来てい
る。
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また、地域においては、住民組織の担い手不足によ
る共助の低下、児童や生徒の激減による学校の統廃合
やそれに伴う地域の連携機能が弱まることや、歴史・
文化の伝承などへの影響が出て来ている。

過疎地域に指定されている南丹市の美山町において
は、その深刻さは喫緊の課題であるが、旧美山町時代
より、急速な社会情勢の変化や進展する過疎への対策
を行い、危機感を持って、様々な地域振興の取り組み
を行っている。

このような地域を支える先進的な事例を研究し、そ
の優れた地域振興の組織及び連携の仕組み・機能を明
らかにすることは、疲弊する地域の再生の方途を考え
る上で社会的な意義があるものと考える。

本研究では、美山地区における地域団体、地元企業、
NPO 法人等の組織及び連携による地域運営の実践事
例の成功の要因について考察することとする。

⚒節 研究の対象
筆者が所属する京都府南丹広域振興局は亀岡市、南

丹市、京丹波町の⚒市⚑町を所管するが、その中でも
南丹市美山においては、過疎地域であるにもかかわら
ず、地域に活力が見られる。

美山地区においては、平成の大合併以前に行政機能
を持つ新たな地域連携組織や住民生活の利便性を確保
するための社会的企業を起こすなど、これまでにない
地域運営のシステムを設けた。また、合併を契機に新
たな地域連携組織を設け地域の振興を図っており、そ
れらの取り組みが、地域振興の先進的な事例として全
国の市町等から注目された。本論文では、特にこの美
山地区における地域振興の組織及び連携を研究の対象
とする。

⚓節 研究の方法
具体的な調査研究の手法資料収集については、旧美

山町誌、南丹市発行の資料及びホームページをはじめ、
京都府及び京都府南丹広域振興局が有する調査資料、
関係省庁のホームページに掲載されているなど行政関
係資料等公的文書、統計など、関連する文献調査等に
よる美山の産業転換の歴史的、地理的考察、データ分
析を行った。

また、文献調査に加えて、対象テーマが地域振興の
組織及び連携であり、多様な組織と人が重要な要素と
考えられることから、これらに関する実践者にヒアリ
ングを行うことで、定性的な調査を行った。

具体的には、調査対象地を含む南丹市、南丹市美山
支所の行政関係の幹部、調査対象とする美山の組織体
である地域振興会長、社会的企業の代表、美山ふるさ
と株式会社の幹部、美山まちづくり委員会委員長、
NPO 法人など各団体の代表にヒアリングを行うとと
もに、高度経済成長の影響による産業の転換が余儀な

くされたため、これに関係する美山町観光協会会長、
美山エコツーリズム推進協議会幹部、美山町森林組合
の職員に対して、現状課題についてヒアリングを実施
した。

加えて、美山の地域振興についての先行論文をはじ
め、研究テーマが多様な主体の組織及び連携であるこ
とから、これまでガバナンスについてどのような議論
がなされているのかについて先行論文を収集し、これ
らを検証し、当方の考察を述べることとし、美山にお
ける過疎地域を支える地域振興の組織及び連携につい
て明らかにする。

第⚑章 美山の背景

⚑節 地理的状況
美山は、京都府の中央部に位置し、京都市へは56

km、小浜までは50 km の距離がある。公共交通機関
として鉄路はなく、京都市内からは隣接する京北町

（京都市）への JR バスと南丹市営バスの乗り継ぎに
より、車で⚑時間以上かかる場所に位置する。

鉄路はないが、1922年の大正の時代に鉄道敷設法に
より、小浜から美山を経由して日吉までの鉄道が予定
線となっていたが、1987年に同法が廃止され、設置す
る法的根拠も失ったという経緯がある。

美山の面積は約340 km2 と広大であり、旧町村単位
の比較であれば、近畿地方では奈良県十津川村に次い
で大きい。その大半の96％が山林であり、また、日本
海に流れる由良川があり、京都市内の寺社仏閣と最先
端産業、大学が集積する町とは全く異なる大自然に溢
れている山里である。

美山の⚕つの旧村地区の地理的な要件を見ると、芦
生原生林に恵まれた知井地区は京都市左京区の広河原
や福井県に隣接しており、国道162号線が通り深見峠
を越えて京北町へ繋がる平屋地区、美山町の中心部で
あり、神楽坂トンネルを越えて園部町と繋がる宮島地
区、堀越トンネルを越えて福井県と繋がる鶴ヶ岡地区、
大野ダムを有し和知町に繋がる大野地区と⚕つの地区
が美山を越えた隣接する市町と生活圏での交流を持ち、
それぞれの地区が異なる特色を持っている（図⚒）。

⚒節 人口減少から合併へ
美山は、1955年に知井村・平屋村・宮島村・鶴ケ丘

村・大野村の旧⚕村が合併して町となったものであ
り、合併当時の人口は10,000人を超えていた。この合
併について美山町誌には、1953年から旧⚕村による町
村合併促進法に基づく協議がなされており、広大な山
林を有する知井が今後の動向を左右していたが、1954
年の山林不況から一気に合併へ辿っていった、という
ことが記載されている（美山町誌編さん委員会、
2000）。
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この山林不況と高度経済成長により、農林業と他の
産業との所得格差が美山においても拡大し、現金収入
の道として域外に勤めに出はじめるということが生じ
た。また、特に進学を機会に中学を卒業した15歳から
24歳のほとんどが都会への就職又は進学するようにな
り、若年労働力人口の流出が深刻化した。

このような基幹産業の林業と人口流出による町の衰
退に対し、合併によって生き残りをかけたということ
が推測される。

こうして美山町は2006年に周辺の園部町、八木町、
日吉町とともに南丹市へと合併し、現在は南丹市の行
政区となっている。合併により出来た南丹市は人口が
約33,000人となった。美山は、合併前のピーク時には
10,182人（1955年）を数えたが、合併時には約5,200
人、現在では南丹市の人口の僅か⚑割程度の4,200人
程度と、この10年でも1,000人以上の急激な人口減少
が起きている。南丹市の「第⚒期南丹市地域福祉計
画」（南丹市、2013）によると、2007年度及び2012年
度の旧町別人口総数の推移は、園部が98.7％、八木は
94.3％、日吉は93.0％、美山は89.2％で⚔町の中でも
減少率が一番進んでいることがわかる。

地区ごとの人口については、知井地区が約740人、
平屋地区が約890人、宮島地区が約1,130人、鶴ヶ岡地

区が約830人、大野地区が860人と概ね700人から1,110
人の規模となっている。

また、年齢別には、0～14歳は77.4％、15～64歳は
86.7％と最も減少し、一方、65歳以上は、園部・八木
は106.5％、105.5％となっているが、日吉、美山は
98.3％、95.9％と減少している。2012年度の高齢化率
は園部が25.3％、八木が33.3％、日吉が33.7％である
のに対し、美山は40.3％と最も高く、地区ごとの高齢
化率も平屋が41.8％と一番高く、大野が39.2％である
が、知井、宮島、鶴ケ岡の各地区はいずれも40％と高
く、急激に少子高齢化が進展していることが分かる。
美山を見る限り、生産年齢・年少人口の減少に加え、
老齢人口が増加ではなく減少していくという本格的な
人口減少時代に入っていると考えられる（図⚓）。

⚓節 産業の特徴
◯ 農林業の衰退と農村工業への転換
美山の基幹産業は元は農林業であるが、同じ北桑田

郡である京北町が桂川を使い京都市内へ木材を供給し
建都造営に寄与し林業で栄えてきたこととは異なり、
美山の川が京都市内とは反対の日本海側に流れていた
ため、林業ではなく農業が中心となりそのエネルギー
として木が利用されていた。
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出典：美山町観光協会ホームページ［ウェブサイト⚒］



明治の後半に山陰線が開通し、美山においても日吉
駅や和知駅という美山近隣の駅を活用して林業が行わ
れることとなり、1945年代から1955年代の戦後の木材
需要も急増し、拡大造林が進められ美山の基幹産業は
農林業となった。高度経済成長期には、石油へのエネ
ルギー革命、木材の輸入の自由化や木材以外の建物需
要が高まり、第⚑次産業から第⚒次産業、第⚓次産業
への転換が進み、農林業離れによる後継者不足と高齢
化などにより大きな危機感を持つことになり、農村工
業、観光産業への転換に目が向けられた。

また、燃料として使われていた薪については、1964
年の208,000束のピークを境に1993年には⚐になり、
エネルギー源が完全に石油に転換した。同じく樹苗に
ついても1964年に43,200本であったのが、1997年には
⚐となっており、美山において植林の前提となる苗木
が生産されていないことが明らかになっている。

その他食用であるしいたけ、まつたけ、クリは、
1950年中頃から生産が激減し、工芸品等に使われる杉
桧皮、竹材の特用林産物についても50年代に生産が途
絶えるなど、美山の林業離れが明らかになっている

（美山町誌編さん委員会、2000）。
農林業からの脱却をはかるべく、町は1960年代中頃

から綿材工場等の農村工業を導入し、産業構造の転換
に伴う失業対策に乗り出した。1955年には⚘件であっ
た域内企業が1967年には40件、1973年には121件と、
企業数だけをみると相当数の増加があった（美山町誌
編さん委員会、2000）。

◯ 基幹産業としての観光業
線材工場等の農村工業をはじめとする兼業化が進む

一方、1973年の第⚑次オイルショック以降に訪れた農
山村への回帰から農山村を訪ねる観光に目が向けられ
ることになった。

美山では、京都市内や街道沿いの町家ではなく、茅

葺屋根の家が存在し日本の原風景が見ることが出来る。
中でも北村地区の「かやぶきの里」は伝統的な技法に
よる建築物群を含む歴史的景観の保存度も高いことか
ら、1993年に国の重要伝統的建造物群保存地区に選定
されている（写真⚑）。基幹産業の観光産業への転換
については、競争にさらされにくい地域資源を活用し
た活性化の手段として考えられていたが、日常生活に
直結することから住民の理解を得るために当時の美山
町幹部が分走され、ほぼ全員の合意が得られ転換が図
られたため、今日の観光業が成功しているものと考え
られる。このように伝統的な建造物が多く保存された
要因としては、この地区はもともと自給自足による住
民間の支え合いで形成されていたこと、離村すると共
有林の権利を失うため経済基盤中位層の残存率が高
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写真⚑ 美山の茅葺と雪



かったこと、などが考えられる（美山町誌編さん委員
会、2000）。

2000年代に入ると、このような豊かな農村文化・建
造物や原風景を求めて、多くの観光客が美山を訪れる
ようになる。2000年の観光入込客数は、北村地区だけ
で約25万人、美山全体では約72万人にのぼった。ただ、
宿泊者数は、2003年には約37,000人だったものの2013
年には半分以下の17,400人に減っている。

近年は、外国人旅行者からも評価を受け、東南アジ
アでは見ることが出来ない茅葺き屋根や雪を見ること
を目的に、雪が降ることのない台湾を中心としたアジ
アの旅行者が急増している。特に、「美山の里 雪灯
籠」という一週間のイベントでは、来訪者約1,000人
中、半数の460人が台湾からの観光客であった年も
あった。

また、インバウンドをはじめとした観光産業の可能
性があるものの、観光消費額の推移は700円前後であ
り、宿泊が少ない従来の観光スタイルでは課題があり、
基幹産業が観光に変わってから約20年が過ぎ、これま
での検証が必要とされる。

美山の観光について、筆者がヒアリングを行った美
山まちづくり委員会委員長の中川幸雄氏は、「大きな
可能性があり、大型資本の導入や外資による変革も考
えられないことはないが、地域が潤おうことが前提で
あり、地元に利益が落ちなければ意味がない」と、地
域に還元される観光業の振興の必要性を認識されてい
た。

事実、これまでの都市部の旅行会社が企画した発地
型観光ではなく、地域の自然や伝統文化を活かすこと
で地域経済に効果があり、将来的に定住の可能性もあ
る着地型観光を進める動きも進みつつある。

2003年に観光入込客数のピークが72万人を越えたが
近年その数は減少しつつあり、観光バスで名所景勝地
を効率よく巡るマスツーリズムの減少や新しい客層の
獲得に成功できない現状がある。教育旅行や地元が企
画運営する体験型の観光をもう一つの柱とするために、
2010年に南丹市美山エコツーリズム推進協議会を設立
し、2014年には、「南丹市美山エコツーリズム推進全
体構想」が国の認定を受け、美山におけるエコツーリ
ズム推進が明確になった。この推進が地域の文化や自
然を守り活かし、雇用創出、定住促進へとつながる切
り札となり得る（南丹市美山エコツーリズム推進協会
事務局長 高御堂厚氏へのヒアリングより）。

また、課題としては、定住化に繋がるような、伝統
文化や自然を活用したスタイルの観光については、受
け入れとなる地元住民の高齢化や着地型観光に対する
理解を得ることの困難さなどの課題もある。

少子高齢化・人口減少が進む中、交通の不便さにも
かかわらず約70万人という人々が訪れる地となってお
り、そのことは同時に茅葺き屋根の農山村風景を楽し

み憧れを持っている人々が、都会では出来ない農家で
の体験や生活を楽しみ、将来的に住みたいという可能
性にも繋がると考えられる。

高度経済成長を機に、基幹産業を転換し地域連携の
もとに危機を乗り越えてきたが、海外からの旅行者や
従来の観光スタイルから地域資源を活用した観光スタ
イルの変化など新たなチャンスがある反面、受け入れ
体制の整備など新たな危機に直面しており、地域の工
夫と連携による課題解決が求められている。

⚔節 地域振興計画と行政機能
◯ 美山町地域振興計画
こういった課題を踏まえて、1978年から⚔期にわた

る中期計画である美山町地域振興計画である「村おこ
し」が策定された（図⚔）。

この背景には1973年の第⚑次オイルショックの影響
から、科学万能の文明先行き不安により農山村への回
帰意識が高まったこともあり、茅葺屋根の居住の多い
美山の風景や近畿唯一の「原生林」がある芦生が注目
され、観光関連産業の伸びも見据えた上で中長期の計
画を立てたものと考えられる。

美山町地域振興計画「村おこし」については、1970
年代に入ってからの高度経済成長の課題を踏まえ、
1978年から1984年までの第⚑期「村おこし」計画が策
定され、農事組合の設立や造林拡大、農業近代化施設
の整備に取り組み農林業の立て直しを図るとともに、
人口流出対策が行なわれている。

1985年には第⚒次総合計画「豊かな自然を活かした
活力と健康のまち」の策定と併せて、1989年には村お
こし元年と位置付けられた第⚒期「村おこし」計画が
策定され、同年には都市農村交流を行う「美山自然文
化村」が開村され、また、1991年には農業農村の活性
化を目指した「緑と清流の京都美山塾」を開講し活性
化ビジョンが策定され、翌年1992年には定住化を促進
する「美山ふるさと株式会社」が設立された。

1993年からは第⚓期計画が実施され、同年に「かや
ぶきの里」が国の重要伝統的建造物群保存地区に指定
された。1995年には「緑と清流の京都美山塾」を発展
解消し、「美山まちづくり委員会」が発足された。こ
の間1997年には10年間の長期計画である「温もりのあ
るふるさとの町―緑と水の郷構想―」が策定され、ま
た、第⚔期の計画において地域振興会の発足とともに、

「美山まちづくり委員会」は休止することとなったが、
後に南丹市への合併を機に再開されることとなった。

長期計画である「温もりのあるふるさとの町―緑と
水の郷構想―」については、町の住民にアンケートを
実施し、町民の要望課題を踏まえた生活基盤を中心と
した長期的な整備を前提としたものであり、また、中
期計画である地域振興計画については、その時代ごと
の社会的な背景を機敏に対応するための計画が策定さ
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れ、これらの計画と地域振興の組織及びその連携が事
業を展開し、美山の活性化に繋がったものと考えられ
る。

特に、第⚔期の計画においては、農協合併の危機感
から住民サービス機能についても、小学区ごとの自治
組織である自治会、村おこし推進委員会、公民館の⚓
つの組織を改組し、町職員派遣のもと、新たな自治組
織である地域振興会を五つの旧村ごとに設立し、地域
の振興計画の策定や事業実施をはじめ、住民窓口サー
ビス、人材育成などを行ってきたことが地域の振興に
繋がり、平成の大合併以降に他市においても先進的な
事例として参考にされた。

◯ 合併後の行政機能
南丹市の合併の状況（図⚕）を見ると、先ず、行政

の方向性を決める首長、二役については、合併以前の
各旧町において、⚒から⚔人で全体数は16人であった
のが、合併後は市長と副市長の⚒人となっている。

また、職員数については、旧園部町に集約され、合
併後の旧園部町の職員数は約150人からは260人となり、
その他旧町は支所として残ったが、旧八木町は約100
人から15人、旧日吉町は約100人から13人、旧美山町
は約90人から15人と数名が事務を行っている状況にあ

る。
南丹市の議員数については、旧町区域に選挙区を残

したため比例となっているが、60人から22人となって
いる。

平成の大合併の影響と価値については、行政サイド
は規模の経済による合併の効果を強調するが、各市町
村の住民の意見が政治に反映されにくいという指摘も
ある（森川、2013）。

また、政党や主義主張も前提としてあるが、住民の
声を届けるという点についての議員の役割は大きく、
これまで細やかな地域の課題を捉えていたことからす
れば、合併したことにより、広域的な課題を中心に議
論せざるを得ないのではないかと考えられる。

行政機能に着目すると、支所となった各旧町は、自
治会、防災関係、税の相談、産業振興、道路河川の関
係等を所管する地域振興課と戸籍等の受理、証明発行、
保健医療・福祉の各種相談を所管する市民生活課の⚒
課のみであり、総務、企画政策、市民福祉、農林商工、
土木建築、上下水道、出納、議会をはじめ教育、監査
など各種行政委員会など全ての機能が旧園部町に集約
されている。

合併した市町村の問題点として、旧役場が支所とな
り縮小された地域などの周辺部において地域の活力が

6

図⚔ 旧美山町の地域振興計画「村おこし｣

第１期
1978 ～ 1988

第２期
1989 ～ 1992

第３期
1993 ～ 2000

第４期
2001 ～　　

「農業組合、「造林組合」
設立
・高度経済成長期の人
口流出対策
・減反政策による農地
荒廃対策
・農業近代化施設等整
備

「美山ふるさと株式会
社設立（1992）
・定住促進整備による
転入者受入体制設立

「美山町自然文化村」
開村
・都市住民交流
・町内交流拠点

「グリーンツーリズム
整備構想策定委員会

（1993）
・住みよい都市農村
・都市住民リゾート
・iju ターン促進
・新たな農村サービス
・交流促進・新産業
・地域活性化

「地域振興会」
・住民利便性向上
・地域課題掘り起こし
・人材発掘・育成（行
政窓口サービス）

第一次から第４期までの「美山町振興計画」

出典：美山町（2004）をもとに筆者作成

図⚕ 南丹市の合併状況 単位：人（2015.5.1現在)

三 役 職員数 議員数

合併前 合併後 増減 合併前 合併後 増減 合併前 合併後 増減

園 部 4 2 －2 149 260 111 14 9 －5

八 木 3 0 －3 106 15 －91 16 5 －11

日 吉 3 0 －3 94 13 －81 16 4 －12

美 山 2 0 －2 91 15 －76 14 4 －10

12 2 －10 440 303 －137 60 22 －38

出典：南丹市提供資料により筆者作成



低下している状況が見られる。旧市町村それぞれの組
織風土の違いなどから一つの組織として融和に時間が
かかり、合併の時期と財政状況の悪化が重なり、合併
の財政効果が実感できていない自治体がある。役場機
能が遠くなった地域においては、行政と住民の距離が
生じ、住民の安心感が損なわれ、行政のサポートが薄
くなり、住民相互の連携も弱まっている地域もあり、
本庁舎から遠い周辺部地域の人口流出等による衰退が
加速している（宮崎、2010）。

合併後10年の南丹市の現状を見ると、中心部となっ
た旧園部町以外の人口は減少しており、旧園部町に行
政や議会の機能が集約され、支所における行政職員も
地域から激減した。そのため、行政機能自体が合併中
心部に集中し周辺部から遠ざかっており、基礎的自治
体が広域的な役割を担うこととなり、旧町時代にそれ
ぞれ細やかな行政サービスを提供していたことからす
ると、現状は広域的課題に対応せざるを得ず、地域で
の課題解決は地域に委ねざるを得ないのではないかと
考えられる。

周辺部の活力の低下、行政機能が遠くなった地域の
住民相互の連携の希薄化、本庁舎以外の周辺部地域か
らの人口流出など南丹市においても先行研究と同様の
状況にあるが、美山においては、中心機能が遠方にあ
り、支所機能も特定の部門が残っているだけの状況に
もかかわらず、地域を支える組織や関係団体との連携
による地域の運営により地域の振興が図られている。
南丹市への合併の影響については、「美山町だけでは
生き残れないという選択のもとに南丹市に合併したが、
園部、日吉、八木には地域振興会のような組織もなく、
財政状況も厳しいことから南丹市の地域振興の舵取り
も難しい」（前出の中川幸雄美山まちづくり委員会委
員長）と認識されている。

第⚒章 地域ガバナンスの視点

美山を取り巻くこれまでのあゆみや社会経済情勢に
ついて明らかにしてきたが、美山が社会的にも経済的
にも厳しい状況に置かれつつも、今日まで活性化を維
持して来たことの要因としては、これまでは行政が公
共の問題の解決を行っていたが、美山では行政以外の
多様な主体が一定の役割や機能を持ち、これらの連携
により課題を解決してきた結果ではないかと考えられ
る。

この章では、これまでの行政主導から多様な主体に
よる地域の運営という、いわば「ガバメントからガバ
ナンス」の流れがどのように議論されてきたのか、ガ
バナンス概念についての研究業績を引きつつ概観する。

ガバナンスが議論されてきた政治的な背景としては、
これまで政府によって供給されるのが当然とされてい
た公的サービスが、必ずしも政府によって供給されな

いという政府の後退・縮小とともに、他方では政府に
代わって公的サービスの供給主体となる民間諸アク
ターの登場による新たな公私の役割領域の再編と新し
いシステムの運営・維持のあり方が出てきたこと（藤
井、2009）や、少子高齢化・人口減少、財政的逼迫に
よる自治体の地域経営、公共サービスの生産供給の困
難など自治体の諸資源の制約に対して、諸アクターが
持つ資源を有効活用していくこと（真山、2012）など、
政府や自治体という行政の縮小・限界が指摘されてい
る。

また、社会的な背景としては、公共の世界が、行政
の守備範囲を超えて広がっており、福祉、医療、教育
などの分野やまちづくりは行政の専管領域ではなく、
政府・公共部門にまたがる公共問題への取り組みがガ
バナンスの問題であると捉え、公共や公共性の領域が
これまでの行政の範囲を超えている或いは行政だけで
は解決できない領域がある、といった議論されている

（今村、2012）。
ガバナンスの要素としては、① 政府の縮小・限界

（藤井、2009）或いは公共、公共的な領域が行政の領
域を越えており、行政だけでは解決できないこと（今
村、2012）、② その解決には、市民をはじめとした多
様な主体とのネットワーク関係が必要であり、有効に
機能していなければならないこと（真山、2000）、③
課題解決のための政策策定の主体には、多様なアク
ターが主体となることが必要であり（戸政、2000）、
④ 新たな発想での組織運営・地域運営が必要（真山、
2012）であるとされている。

ガバナンスを担う主体としては、公共政策の主体が、
政府のみならず、民間企業、NGO、NPO、ボラン
ティアグループ、専門家（学識経験者など）、第三セ
クターそして一般市民など異質かつ多様なアクターす
べてが公共政策主体であることや（戸政、2000）、政
府が公共政策を策定し実施することにより、市民に
サービスや規制を与えるという状態から、市民自らが
公共的問題を解決することを基本とし、政府はそれを
補完するという状態へ変わりつつある（真山、2000）
など、政策の主体が行政から市民との協働によること
や、主体はむしろ市民側にあり行政はサポート側にあ
るといったことが議論されている。

ガバナンスを実現するための考え方としては、市民
や団体が行政と共通する地域社会の諸問題の解決に向
けて協力する意識や姿勢であり、住民、企業、NPO
も知恵を出し合いながら地域の意思決定に参加し、多
元的な主体が自治能力を高める必要があるといった認
識や、公共的問題に対して、関心や利害関係がある多
くのアクターがネットワーク関係を結び、そのネット
ワークが有効に機能することを通して問題解決が図ら
れるなど、行政と多様な主体のネットワークが必要で
あるといった考え方が広がっている（草野、2006；真
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山、2000）。そのためには、自治体も地域社会も新し
い発想に立った組織運営・地域運営を行っていく必要
がある（真山、2012）。

ガバナンスの正統性については、立法・執行機能を
失った国家と正統な手続きを経て選出されてない
NGO によって作り上げられるグローバル・ガバナン
スのメカニズムの正統性は、合法的な正統性を持つこ
ととは別にそのシステムが国際社会における秩序を維
持するための「効用」を持つという観点から判断され
る。「秩序」の妥当性を受け入れる信念が共有され、
一般市民が積極的に支持するだけの正統性があり、主
権国家の持つ正統性を超えた新たな政体における新し
い種類の正統性（鈴木、2006）であるとされている。

ガバナンスにおける地域経営の視点としては、地方
自治体、住民、企業、NPO などの多様な主体による
地域運営における非統一性、政策の乱立から、マネジ
メント性を高め、住民等の満足度、価値度の向上を目
指して行われる地域を発展させようとする諸活動に、
経営的概念や手法などを導入し、より効果的に成果が
上がるように、各地域経営主体が連携・協働によるマ
ネジメントを行う地域経営が必要とされている（海野、
2011）。

以上をまとめると、ガバナンスについては、これま
で行政が行ってきた公的サービスが、行政の縮小・限
界により供給されない或いは公共の領域がこれまでの
行政の範囲を超えていることから、行政だけでは解決
できない領域が出てきていること、そのため市民をは
じめとした多様な主体がネットワーク化して公共政策
の主体となり機能することで、課題の解決を行う必要
性が出てきたこと、がガバナンスの概念として議論さ
れている。また、ガバナンスを効果的に行うためには、
これらの活動について経営的な概念や手法を持って地
域をマネジメントすることが必要であるとされている。

これらのガバナンスにおける議論を踏まえ、次章に
おいて美山の特徴について議論を行う。

第⚓章 美山を支える組織

これまで美山の社会的、経済的な現状と課題につい
て整理してきた。急激な少子高齢化や人口減少にもか
かわらず、これまで美山を支えてきたのは、地域住民
組織である地域振興会をはじめ、定住や基幹産業を進
めてきた美山ふるさと株式会社及び美山まちづくり委
員会など多様な主体の連携であった。本章では、これ
らについて考察を行う。

⚑節 美山を支える多様な主体
美山においては、高度経済成長期までの基幹産業が

農林業であり、地域住民の生活必需品は旧村単位に設
置されていた農協支所において調達されていた。その

意味で、農協は地域のライフラインを確保する重要な
役割を担っていたが、農協が合併されその調達を確保
が出来なくなるという危機が生じた。

農協については、政府機関ではなく、法的には民間
経済団体であることは言うまでもないが、わが国の農
協組織が、ほぼ全ての農業従事者を会員としてきたこ
ともあり、行政も農協を政策の推進に使ってきたとい
うのが農林水産省の見解（農林水産省ホームページ

［ウェブサイト⚔］）であり、農協合併による支所の廃
止は、農林水産行政の施策の一つであると考えられる。

そのため美山においては、この再編による農協支所
の廃止による生活必需品の確保の対策として、住民出
資による社会的な企業を農協支所のあとに設立するこ
とで住民生活機能を確保した。つまり、ガバナンスが
議論されてきた政治的背景に照らし合わせてみると、
これまで行われていた公的サービスが、農協合併とい
う行政の縮小・限界により供給されなくなったことを、
地域住民という主体が住民出資による社会的企業（知
井地区：ショップ21、平屋地区：ふらっと美山、鶴ヶ
岡地区：タナセン、大野地区：大野屋）を設立し、公
的サービスを提供しはじめたということである。

次に、農協再編の危機感から、旧村単位において、
自治会、村おこし推進委員会、公民館の⚓つの機能を
再編し、加えて住民窓口サービスをはじめとした行政
機能を設けた「地域振興会」という官民協働の新たな
住民自治組織を設置したことにより、合併による行政
機能が遠ざかったことを補っている。

また、高度経済成長の影響による都市部への人口流
出対策として、定住促進や都市農村交流、美山の基幹
産業である観光産業の推進、農畜産物など豊富な地域
資源を活かした牛乳加工販売、地域特産品農作物販売、
などの事業を行う第⚓セクターである「美山ふるさと
株式会社」が設立され、地域産業振興や地元の雇用を
支えている。

加えて、旧美山町時代から佛教大学との包括協定を
結んでおり、同大学が町内に教育研究施設を設けてい
ることや、南丹市美山支所、美山まちづくり委員会と
ともに美山産学公連携協議会を設立し、地域づくりプ
ロジェクトを推進していることも特徴の一つである。

さらには、美山の地域資源を活用して、田舎暮らし
や都市農村交流等の特定の地域課題に取り組む NPO
法人が⚗団体存在し、それ以外にも法人化していない
任意の団体が多数存在する。

これらの団体については、人口減少による危機感か
ら外部からの力を受け入れようとする姿勢が早くから
あり、高度経済成長期以降の林業危機における高知の
林業出稼労働者の受け入れなどは典型的であり、また、
その後の移住・定住施策も展開されていたことから、
結果的に NPO 法人等の団体を受け入れやすい土壌と
なっているものと考えられる。
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これらのアクターを機能的に連携させているのが、
美山の各種団体から推薦された者で構成している「美
山まちづくり委員会」である。

美山という約4,200人の過疎高齢の町に、ガバナン
スで議論されてきたこれらの多様な主体が諸問題の解
決に向けて機能してきたからこそ今日の美山が維持運
営されてきたものと考えられる。

⚒節 地域振興会
◯ 設置の背景
地域振興会は、2000年に小学校区ごとに⚕つあった

農協の支所が⚑つに集約されたことで、住民が生活必
需品等の確保に支障を来たす恐れがあったことから、
住民出資による有限会社が農協支所跡に設けられ、そ
の農協合併の危機感から平成の大合併に向けて新たな
住民自治組織が設けられた。

1980年代以降、全国的に農協合併問題が取り上げら
れ、美山においても農協合併が行われたが、農協合併
とは別に平成の大合併が1999年以来推進されてきたこ
とは、美山町と住民にとっても町の存続問題として避
けられないものと想定していたのではないかと考えら
れる。

美山町は一番遠い場所から町役場まで30㎞と非常に
広く、昭和の合併から30数年を経ても地域の状況は旧
村ごとに異なることから、旧村ごとに地域振興会を設
置し地域を活性化することで、美山町全体の活性化を
図るというコンセプトがあった。地域振興会は、「行
政に頼るのではなく、住民自らが参加し行動するもの
であり、行政はあくまで住民自治をサポートする役割
を担い、住民が旧村ごとに主体的に取り組んでいくも
のである、という考えが住民の意識にある」（鶴ヶ岡
振興会長 下田敏晴氏へのヒアリングによる）。

地域振興会はまた、集落、地域、町の各組織も少子
高齢化で担い手も不足となっていたことから、「自治
会」「村おこし推進委員会」「公民館」の住民組織を再
編し、行政事務の一部を旧村に移すことで行政の住民
サービス機能を確保した上で、新たな美山町をつくる
ということで出来たものである。

行政関係者をはじめ地域振興会等の複数のインタ
ビューによると、これらのコンセプトは少子高齢化す
る地域の現状課題がある中で、農協支所の合併問題を
契機に旧美山町が旧村ごとの地域を活性化するシステ
ムを考案し、住民側の危機意識とマッチングして実現
したものであるとされる。

この背景としては、1950年代から始まった高度経済
時代に起こった危機に対し、50年という短い期間に、
産業の転換や人口流出の対策などの危機を乗り越えて
きたという美山の住民の危機意識が前提としてあり、
農協合併という新たな危機が生じたことから、中期計
画である「村おこし」の中に位置づけ、素早い対応が

とれたのではないかと考えられる。
地域振興会という共同体が出来うる背景としては、

美山の茅葺の屋根が立ち並んでいることが偶然ではな
く、山林をはじめとした財産を共同体という仕組みの
もとに美山を故郷として残す仕組みがあったことも根
底の要素にはあるのではないかと考えられる。

この地域振興会については、南丹市への合併がなさ
れてからは、行政機能の一部も持ったこれまでの自治
会にとどまらない地域の振興を行う住民自治組織とい
う全国でも珍しいしくみとなったことから、全国的に
も注目されたのではないかと考えられる。

◯ 地域振興会の特徴
美山の地域振興会は、知井・平屋・宮島・鶴ケ丘・

大野の⚕つの旧村単位で設置されている。
旧美山町の組織再編モデルに基づき、基本的には振

興会のもとに、企画総務部、地域振興部、生涯学習・
社会部が設置されており、振興会によっては、常任委
員会を設置しているところや、大野振興会のように地
域振興部を産業部と文化観光部に分けて、より細かく
分野ごとの課題に対応しながら事業に取り組んでいる
ところもある。

地域振興会が自治会等の類似の組織を単にまとめた
だけではなく、複雑多様化する地域課題に対応するこ
とが出来る組織であり、また、地域内外との組織との
連携を行うシステムであることが考察を進める中で明
らかになった。

自治会との違いは、地域振興会が、旧自治会、公民
館、村おこし委員会という旧来の組織における会員の
高齢化や役員の重複など非効率な体制を再編し組織を
スリム化していることと、地域内外の団体との連携の
システムを構築していることにある。

また、それぞれの持つ組織の地域課題を統一し、中
長期にわたる地域の将来像を明確にする地域ビジョン

（地域振興計画等）を共通の認識として持っているこ
とも特徴である。その中で、基本理念として、住民の
利便性を図ること、地域課題を掘り起こすこと、人材
の発掘及び育成を掲げて事業を実施している。

特に通常の自治会と大きく異なることは、行政から
の支援として南丹市から嘱託職員⚑人（設置当初は、
職員⚒人）が配属され、戸籍関係、公金の処理といっ
た行政の窓口業務が行われている点にある。財源も各
地域振興会の世帯の振興会費（400円/月）と南丹市の
補助金（150万円）によって賄われており、小学校区
単位で地域振興会という住民自治組織が、行政との強
固な連携のもとで行政サービスを提供している。

◯ 組織体制（大野振興会を事例に）
職員の体制については、これまで自治会が随時に課

題に対応してきたことに対し、土日を除いては、農協
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支所跡の各地域振興会において常駐という体制をとっ
ており、住民の相談等に常時対応できる仕組みとなっ
ている。

広域合併された農協支所跡に、この地域振興会と住
民生活機能を確保するための社会的企業が一体をなし、
また、郵便局と治安を守る駐在所が近接していること
から、単なる自治会にとどまらず地域の交流拠点と
なっていることも大きな特徴である。

地域振興会は美山町が示した再編モデルを基本とす
るが、⚕つの地域振興連絡協議会会長が所属する大野
振興会については、12人（うち⚒人はデザイナー、元
教員のＩターン者）による企画委員会を軸に、企画総
務部、産業部、生涯学習部、文化観光部の専門部を設
置し、それぞれに部長、副部長を置いており、地域課
題を分類ごとに対応できる組織を構成し、責任ある役
職を設置している（図⚖）。

地域振興会の会長の選任については、関連する団体
の長から選ばれるのではなく、議員の経験がある経営
者、民間企業経験者など経営感覚を持った上で地域に
おいてリーダーシップが取れる方が選任されている。

企画総務部については、道路、河川等の要望・陳情、
防災意識や安心・安全な地域社会・福祉づくり、機関
誌発行をはじめとした広報活動、交付金・補助金を活
用したまちづくりの推進などを展開し、住民生活の基
本的な整備や情報共有機能を持っている。

産業部については、耕作放棄地等の活用、鳥獣害対
策など農地保全対策、環境保全対策、特産品開発など

の事業が展開され、農業或いは環境などに関する住民
生活をサポートする機能を持っている。

生涯学習部については、スポーツ大会をはじめとし
た住民の健康づくり、教養向上、人権学習会などの事
業が展開され、子どもから大人まで心身ともに健やか
な人づくりに努めている。

文化観光部については、大野地区には京都府が設置
している大野ダムを有することから、ダム周辺でのさ
くら祭り、もみじ狩りをはじめとした観光文化事業が
展開され、地域の賑わいを創出している。

このように自治会とは異なり、多種多様な事業を展
開することで地域を支えてきている点が大きな特徴と
言える。

また、人材の育成面においても、常駐という体制を
敷いていることから、日常において OJT が行われる
とともに、生涯学習部をはじめとした専門部による教
養向上の取り組みなどがなされ、美山の人づくりに繋
がっているものと考えられる。

これらの専門部機能と行政窓口・振興会事務を行う
南丹市嘱託職員と財産区管理会長と区長会会長による
監事を含めて大野振興会がある。

また、大野地区集落は萱野区、大野区、川谷区、岩
江戸区、肱谷区、小渕区、向山区、樫原区、音海区の
⚙つの区の区長会と大野地区財産区管理会、大野地区
老人クラブ連絡協議会、大野小学校、大野小学校
PTA、南丹市消防団美山支団大野分団、大野地区遺
族会、南丹市商工会大野支部、美山虹の湖郵便局、
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図⚖ 大野振興会組織図

南丹市役所 美山町地域振興連絡協議会

大野地区集落 (９区）
　・萱野区
　・大野区
　・川谷区
　・岩江戸区
　・肱谷区
　・小渕区
　・向山区
　・樫原区
　・音海区
　区長会（９名）

（総会構成メンバー）

大野振興会は大野地区住民で組織する

協力・協働

美山町大野振興会

連携

 美山町大野振興会企画委員会（12 名）

顧問（１名）　大野地区南丹市議会議員

会長（１名）

副会長（１名）

専門部部長・副部長（各４名）

事務局長（１名）

行政窓口・振興会事務
南丹市嘱託職員（１名）

監事（２名）
財産区管理会会長・区長会会長

専門部
企画総務部
部長・副部長

・肱谷バイパス・鏡坂峠開通促進
･集落間の交流・防災意識の向上
・安心・安全な地域社会・福祉作り
･広報活動（機関誌の発行）
・交付金・助成金の積極的な活用
　で元気なまちづくり推進

産業部
部長・副部長

・農地保全対策
　　耕地放棄地・荒廃農地の活用
　　鳥獣害対策への取組
･環境保全対策・環境パトロール
・特産品開発
　　特産品の開発・掘り起し

生涯学習部
部長・副部長・部員（３名）

・住民の健康づくり
　　体育大会・スポーツ大会の
　　企画運営
・趣味・教養向上の機会作り
・文化事業（作品展等）の開催
・人権学習会の開催

文化観光部
部長・副部長

・大野ダムさくら祭り・もみじ祭り
　企画運営
・観光資源の維持管理
･伝統文化の保護・継承の支援
・文化事業（作品展等）の推進
・地域の観光・文化の広報活動

協力
協働

協力
協働

総会（34 名）

大野地区団体・組織（総会構成メンバー）
　・大野地区財産区管理会
　・大野地区老人クラブ連絡協議会
　・大野小学校
　・大野小学校 PTA
　・南丹市消防団美山支団大野分団
　・大野地区遺族会
　・南丹市商工会大野支部
　・美山漁業協同組合大野支局
　・美山虹の湖郵便局
　・（有）ダムパーク・大野
　・（有）大野屋
　・虹の湖ネットワーク推進会議

出典：大野振興会作成資料



（有）ダムパーク大野、（有）大野屋、虹の湖ネット
ワーク（駐在所巡査、民生委員、ふれあい委員（南丹
市嘱託）で高齢者支援・見守り等）が参加し、振興会
総会を構成し、旧村単位での組織・連携をもとに事業
を展開している。

⚙つの区については、萱野区が21世帯（男性32人、
女性25人）、大野区が81世帯（男性91人、女性102人）、
川谷区が31世帯（男性37人、女性38人）、岩江戸区が
42世帯（男性39人、女性52人）、肱谷区が21世帯（男
性28人、女性33人）、小渕区が133世帯（男性89人、女
性97人）でうち外国人世帯が⚕世帯、向山区が25世帯

（男性26人、女性34人）、樫原区が30世帯（男性30人、
女性36人）、でうち外国人世帯が⚑世帯、音海区が⚘
世帯（男性⚕人、女性⚕人）であり、少ないところで
は⚘世帯から多いところでは128世帯と合計372世帯
1,172人と細かく連携がなされる仕組みとなっている。

大野地区内において、さらに小さな区という単位の
組織と各分野別の組織が地域振興会総会において位置
付けられており、地区内の細かい単位或いは課題別の
単位との組織及び連携が図られる仕組みとなっている
ことが分かる。

また、地区外の連携については、各地域振興会、南
丹市美山支所、美山まちづくり委員会の⚓者による美
山地域振興連絡協議会が⚒ケ月に⚑回開催され、旧美
山町内での綿密な連携が図られており、⚕つの地区を
越えた強固な組織連携が行われている。

◯ 地理的な要素
旧美山町内の⚕つの地区は谷が流れて地理的に分断

されており、美山町内のそれぞれの繋がりよりも隣接
する美山以外の地域との交流がある。例えば、平屋地
区は京北、鶴ヶ岡地区は小浜と、大野地区は和知や綾
部と交流があり、古くから親戚関係も出来ているなど
実際には地理や生活圏の要素もある。これらの隣接す
る地域からの異なる情報を得て、美山における組織連
携において、こういった情報を美山の強みに変えてい
るものと考えられる。

また、⚕つの地区は小学校区という単位であるが、
これについては、コミュニティ政策が小学校区をエリ
アとしているものが極めて多く、生活課題により密着
したテーマをもった小学校区を組織エリアとして現実
具体的に公共サービスを組織するという考慮から来て
いるという見解もあり（名和田、2006）、地域振興会
の設置の要素は一つには地理的要素があり、もう一つ
は小学校区という現実具体的に公共サービスを提供す
るという点にあると考えられる。

この⚕つの地域振興会がそれぞれのブロックをまと
めるとともに、地域振興会どうしが連携をとっている
ことが美山の強みになっているものと考えられる。

◯ 地域振興計画
地域振興計画については、鶴ヶ岡地域を例にとると、

計画の組み立てとしては、地域の目指す将来像として、
① にぎわう地域づくり、② やすらぎの地域づくり、
③ かがやく地域づくり、④ うるおう地域づくり、⑤
つながる地域づくり、の⚕つの柱で構成されており、
それぞれの柱の中に事業内容が設定され、短期的目標
と中長期的目標が区分して定められている。

策定のプロセスとしては、鶴ヶ岡地域では、振興会
長が地域の現状課題などの情報収集をもとに基本的な
骨子を策定し、地域振興会において何度も検討を重ね
た上で策定されており、地域住民の合意がなされた計
画と言える。

美山町時代の長期的な計画、時代の課題に対応する
中期的な計画及び地域振興会単位の地元に密着した地
域特性・地域課題を踏まえた計画という三層の計画が、
時代における課題に対する美山の進むべき方向を示し
てきたと考えられる。

美山の地域振興会においては、行政との連携も行い
ながら、行政が行ってきた或いは行政の範囲を超える
様々な分野における公的サービスについて、多様な主
体で構成される地域振興会がネットワークを形成して
公共政策の主体となり、小学校区ごとに課題の解決を
行っている。

⚓節 美山ふるさと株式会社
美山ふるさと株式会社は、美山での暮らしを志向す

る人が増え、第⚒期の地域振興計画である「村おこ
し」に基づき、定住を促進するための土地・住宅あっ
せん・供給事業を行う旧美山町の第三セクターとして
1992年に設立されたものであり、定住受け入れ体制を
確立し、2004年までにこれまで264人（31世帯）の移
住で約32億円の定住関連事業実績（建築・仲介・移
住）を持っている。

また、2001年には農協の支所が統廃合され、旧農協
が経営をしていた「美山牛乳」を「美山ふるさと株式
会社」に経営統合し、定住促進と美山牛乳や漬物等の
加工・販売など特産振興に取り組んでおり、旧農協が
行っていた農政の縮小・限界を、第三セクターが担っ
ている（図⚗）。

加えて、2014年には都市農村交流や観光事業目的に
旧美山町が経営していた「美山自然文化村」を美山ふ
るさと株式会社に経営統合し、美山をはじめ南丹市の
活性化と美山ブランドの普及推進を展開しており、都
市農村交流を進めるとともに、美山の豊富な食材をは
じめとした地域資源を活用し、地域の基幹産業を推進
している。

現時点ではブランドとなっている乳製品の売り上げ
が好調であることと、観光スタイルの変化等宿泊施設
の課題があるものの美山自然文化村の宿泊が株式会社
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の主力となっており、また、美山の魅力を発信しつつ、
これまでの観光とは異なる地域資源を活用したエコ
ツーリズムを推進している。

嘱託職員やパートも含め、従業員約70人で美山の雇
用にも繋がっており、地域と密接に繋がりながら地域
特産物の加工・販売、定住促進、観光振興と美山の産
業を支えている。

また、美山ふるさと株式会社は、美山を熟知する元
南丹市美山支所長経験者の社長が、美山の地域資源の
特性を踏まえ地域連携のもとに美山ふるさと株式会社
を牽引しているほか、美山まちづくり委員会、美山観
光協会等の幹部が取締役として就任しており、会社の
組織構成としても地域振興と観光という基幹産業を支
える連携体制がとられている。

美山という豊かな地域資源を活用し、地域と連携し
ながら都市農村交流や定住化といった美山への人の呼
び込み、地域の特産物を活用することによる地域の振
興、茅葺き屋根と日本の原風景を魅力とした観光の振
興、これらを支える地域の人材を活用するなど、高度
経済成長がもたらした美山の基幹産業の転換を継続的
に支える仕組みになっている。

⚔節 NPO 法人等の団体による特定課題への取り組み
美山においては、NPO 法人等の団体の活動が活発

であることも特徴の一つである。
NPO 法人の設置数については、亀岡市、南丹市、

京丹波町の⚒市⚑町72団体のうち南丹市美山町を中心
に活動している団体が⚔団体（5.2％）であり、南丹
市以外にも広域活動をしている⚓団体を含めると⚗団

体（約10％）が活動をしている。
NPO 法人の人口に対する設置割合については、筆

者が所属する京都府南丹広域振興局の亀岡市、南丹市、
京丹波町の⚒市⚑町の人口14万人に対し0.05％（72団
体）に対して、美山町の人口4,200人に対して0.16％

（⚗団体）であり、比率としては京都丹波管内の⚔倍
の数である。NPO 法人の設立要件である社員数の下
限10人を前提とすれば、最低70人が団体の趣旨に賛同
し、活動していることになる。

美山に多くのNPO法人が設立されている背景には、
定住促進や都市農村交流の施策がとられていたことや
時期を同じくして京都大学の芦生研究林に揚水発電ダ
ムを建設する計画があり、学生をはじめ近隣府県の住
民によるダム建設反対運動を契機にネットワークが形
成されたことも要因の一つではないかと考える。

また、NPO 法人の活動内容については、田舎暮ら
し、都市農村交流、自然体験など美山の自然や暮らし
を活かしたものなどが中心となっており、NPO 法人
が設立されている目的や傾向が美山の地域資源を活用
していることが明確である。

NPO 法人が地域にもたらす効果としては、市民活
動が活発化すると、子育て、高齢者の生きがい、環境
保全、治安といった地域の課題の解決に関して一定の
寄与を及ぼすこと、高齢者の介護、子育て、環境保全、
防災等の地域の課題解決が進んでいること、地域貢献
への意識、人口流出の縮小という地域のつながりの形
成に緩やかながら市民活動の効果が見られたという調
査結果（日本総合研究所、2005）もあり、NPO 設置
数が地域へもたらす効果の関係が報告されている。
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図⚗ 美山ふるさと株式会社の変遷
1992 1995 2001 2005 2014

美山ふるさと株式会社（三セク）

美山牛乳（旧農協）

財団法人化

美山名水株式会社（三セク）
　茶缶、ミネラルウォーター

経営統合
・定住促進部
・特産振興部

美山まちづくり委員会
・産業振興、定住促進、農地
　保全、高齢者支援など地域課題

美山自然文化村
　（旧美山町直営）

統合

出典：筆者作成



この調査結果からすれば、美山が他の地域に比べて
人口に占める NPO の設置数が多いことから、これら
の NPO 等の団体の活動は美山がこれまで取り組んで
きた都市農村交流やエコツーリズムにも寄与している
ものと考えられる。

美山の NPO 法人については、移住・定住の方を中
心に活動されている場合が多く、美山まちづくり委員
会とも一緒に行動するところもあり、「都会的なセン
スがあり、中には驚くような素晴らしい考えのもとに
取り組まれている」（美山ふるさと株式会社代表取締
役社長 小島和幸氏へのヒアリングより）と高い評価
を受けている。

また、地域の団体の活動を支援するための「京都府
地域力再生交付金」の申請件数においても、京都府南
丹広域振興局内での全体の年間申請件数約100件に対
し、美山だけで2割前後の申請件数であることから、
美山における NPO 法人をはじめとした団体の活動は
他の地域に比べても活発であり、地域活動を牽引して
いると考えられる（図⚘）。

2014年度の京都府の26自治体別の交付金件数を見て
も、件数が⚑番多い京都市147万人に対して131件

（0.009％）、⚒番目に多い亀岡市⚙万人に対して32件
（0.04％）、⚓番目に多い南丹市3.5万人に対して28件
（0.08％）となっており（京都府立大学京都政策研究
センター・京都府府民生活部府民力推進課、2015）、
南丹エリア、中でも美山における地域団体の活動が活
発であると考えられる。

美山の NPO 法人については、田舎暮らしや都市農
村交流、定住促進などこれまで行政が進めていた施策
を担いつつある。

また、この交付金が平成の大合併による地域の衰退
を地域の団体が中心となって活動するために設けられ
ており、こういった団体が交付金を活用し活動するこ
とにより、地域の課題解決に繋げているものと考えら
れる。

1992年以降の定住促進策により美山に入った移住定
住者は地縁組織との連携による役割を果たしており、
2000年以降に設立された NPO 法人は地縁ではなく特
定の目的を果たす志縁的な役割を果たしていると考え
る。いずれの移住定住者にも高学歴者が存在し、これ
ら外部の知識やノウハウが美山の地域経営を支えてい
るものと考える。

NPO には従来の地縁団体が欠如していた自発性と
専門性と市民性の醸成機能があり、また、従来の地域
政治にはなかったアドボカシー機能が NPO の主要な
機能であると期待されている。それが故に利益誘導型
のガバナンス体制から民主的なガバナンスへと変化し
つつある時代のシンボルとなっている（羅、2011）こ
とから、美山においても NPO 法人が地縁団体を束ね
る地域振興会とは異なる役割を果たすとともに、ガバ
ナンスの構成としても重要な役割を果たしているもの
と考える。

⚕節 美山まちづくり委員会による地域連携
◯ 設立の背景と目的
美山まちづくり委員会は、1991年に農業農村活性化

を目指して設立されていた「緑と清流の京都美山塾」
を1995年に発展解消し、「美山まちづくり委員会」と
して設けられたが、2001年に地域振興会が出来てから
はその活動が休止されていた。その後、平成の大合併
を機会に再開されているが、高度経済成長期がもたら
した人口流出や農林業の衰退などの危機に対応した定
住化策や産業の転換、農協支所の合併による危機に対
応した住民生活機能の確保のため住民出資による社会
的企業の設立、に続く、南丹市への合併という第⚓の
危機に対応する機能として再登板したものではないか
と考えられる（図⚙）。

この委員会の目的は、行政と住民および住民組織間
の連携を強化することで、住民による地域の発展と魅
力あるまちづくりを推進することである。

委員会は、公募と推薦による⚗名の委員で構成され、
住民組織、第三セクター等の連携による地域課題解決、
新市である南丹市へのまちづくり提案や南丹市との連
携による地域振興策の実践を行っている。委員会の事
務局は南丹市美山支所が担っており、行政との協働の
もとに地域づくりが進められている。

◯ 委員会の活動
美山まちづくり委員会の活動としては、各地域振興

会、南丹市美山支所で構成する美山地域振興連絡協議
会など地域団体との定例会議により地域課題を情報共
有することや、美山まちづくり委員会が中心となって
地域団体とともに南丹市や京都府への要望・陳情・政
策提言を行うこと、南丹市との連携による地域振興策
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図⚘ 京都府地域力再生プロジェクト支援交付金の状況

年 度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

申請件数 71 73 81 135 139 99 65 82

美山申請 15 14 21 21 25 13 7 15

美 山 率 21％ 19％ 26％ 16％ 10％ 13％ 11％ 10％

出典：京都府南丹広域振興局資料より筆者作成



の実現、農業振興策、環境保全・景観対策、人材育成
などが挙げられる。

より具体的には、外部から講師を招き地域力の再生
に繋がることを目的とした研修会「美山フォーラム」
の開催をはじめ、過疎対策や定住化対策に取り組む先
進地の事例調査の実施、定住促進研修会の開催など地
域課題を捉えた住民の意識改革や、冊子「知力ある美
山のまちづくり～地域課題に挑む～」の美山町域全戸
配布により市民一人ひとりがまちづくりの主人公であ
ることを呼びかける、など住民の主体性を引き出すこ
とに努めている。

特徴的な取り組みとして、町内外からの支援・寄付
を通じて地域にあった参加型のまちづくりを行う「が
んばる美山応援基金」の創設（2008年）がある。これ
までの基金協力者は延べ79人で基金総額は約150万円
となり、茅葺保全、河川環境保全、定住促進など住民
団体等への補助事業を行っている（美山まちづくり委
員会ホームページ［ウェブサイト⚖］）。

美山まちづくり委員会においては、有職者の意見を
取り入れながら参加型の基金を導入するなど、早くか
ら基金のような制度にも目を向け、また地域振興会と
連携し、国はじめ京都府、南丹市の補助金や交付金な
ど財源の確保対策も行い事業を展開している。

また、高度経済成長を機に農林業から観光産業への
転換が図られているが、観光産業自体が発地型から地
域資源を活かした着地型に変わりつつある中、美山ま
ちづくり委員会が中心となって新たな観光組織である

美山エコツーリズム推進協議会を2010年に設立してい
る。

エコツーリズム全体構想については、2014年には全
国で⚖番目、近畿地方では初の国からの認証を受け、
また、2015年10月には「全国エコツーリズム大会 in
京都・美山」を開催し、約300人の参加のもとに美山
において日本文化の体験を広くアピールをしており、
これからの美山の観光について、観光行政が取り組め
ていない着地型観光に焦点を合わせており、ガバナン
スで議論されているこれまでの行政機能の範囲を超え
ている公共の領域について、多様な主体のネットワー
クによりいち早く取り組んでいる。

◯ 他組織との連携
また、大学連携としても2004年に旧美山町と佛教大

学は町の第⚔期の地域振興計画「村おこし」に基づき
地域連携協定を締結し、美山町内に「佛教大学美山
荘」という教育研究施設を整備し、ここを拠点に、地
域調査研究、フィールドワーク実習授業の実施、地域
行事への参加などの活用を展開している。

2006年に美山町が園部町、八木町、日吉町とともに
南丹市に合併された後も、引き続き南丹市との包括協
定が結ばれ、2007年には佛教大学、南丹市美山支所、
美山まちづくり委員会で構成する美山産官学公連携協
議会を設立し、南丹市は同協議会へ補助金（50万円）
を交付している。

2007年度に設立した「産官学公連携協議会」（行政、
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図⚙ 美山まちづくり委員会と関連組織
美山の組織及び連携（相関図）

美山内外の連携推進

地域振興連絡協議会 美山まちづくり委員会

国・京都府・南丹市他

都市農村交流

NPO 法人

地縁型 志縁型

日常生活課題
地域振興
行政サービス

有限会社

地元住民・団体

近隣市町住民

美山ふるさと株式会社

雇用促進、地域資源の活用

基幹産業（特産品、観光、定住）

消費者・企業

都市住民

地域振興会
地域活性化

出典：筆者作成



佛教大学、美山まちづくり委員会、地域振興会、地域
内の各種団体・組織による）により、① 山林を京都
府民、企業が地元とともに守り育てていくというモデ
ルフォレスト、② 美山町へのＩターン・Ｕターン定
住促進、③ 美山の特産品開発と販売・販路拡大、④
景観・環境保全という⚔つのプロジェクトを展開し、
地域の課題解決に取り組んでいる。

「産官学公連携協議会」の取組について南丹市は、
少子高齢化や人口減少による地域力の低下がある中で
新たな発想を持った住民が定住することや、大学教員
や学生によるアイデアなど複数の組織が連携し地域住
民の意識高揚と安定した経営基盤を実現するための事
業を推進していると事業評価をしている。（南丹市
ホームページ［ウェブサイト⚓］）

他方で、連携した当初は地域と積極的な取り組みが
なされていたが、旧美山町時代から10年以上が過ぎ、
大学側が進めている教育研究と地域が求めている課題
解決としての期待に乖離があり、特に大学側が政策学
部の必須科目から地域公共政策士を目指す学生だけに
カリキュラムを変えたことから学生の人数も減り、ま
た、地域と大学の連携ではなく単に学生のフィールド
ワークに留まっているとの意見もあり、そのあり方が
問われている。

美山まちづくり委員会については、地域振興会をは
じめとした地域団体をまとめ、美山町内の連携を図る
とともに、地域の要望・陳情など京都府や南丹市への
パイプ役として行政との連携を行うことや、基金を創
設し住民団体への補助を行うなど、合併後の美山の総
合調整機能として美山を牽引してきたという点での存
在意義は高く、委員としての人数は少ないものの多様
な構成メンバーでこれまで町が担っていた役割を果た
しているものと考えられる。

美山の組織及び連携をガバナンスの視点から見ると、
美山においても地域団体或いは会社や NPO 法人の連
携によるシステムは、これまで行なわれた行政サービ
スが行政の縮小・限界により供給されない或いは公共
の領域がこれまでの行政の範囲を超えており、その部
分を美山の組織及び連携により公共政策の主体となっ
て課題の解決に取り組んでいると考えられる。

美山の組織及び連携の正統性については、一部の行
政窓口サービスは南丹市の嘱託職員による事務を除け
ば、行政から授権されたものではないが、美山の住民
の積極的な合意を得た上で美山という地域の社会秩序
を維持する効用を持っており、ガバナンスにおいての
正統性があるものと考える。

美山を支える組織については、小学校区という現実
的に公共サービスが提供できるところを地域振興会が
担い、地域資源を活用した特産品の加工販売や観光を
軸とした基幹産業を美山ふるさと株式会社が担うこと
で地域の雇用を創出し、中学校区単位で交通をはじめ

とした旧美山町全般に及ぶ政策を美山まちづくり委員
会が担っている。

美山まちづくり委員会は7人で構成されるが、南丹
市美山支所が事務局をとしてサポートを行っており、
また、京都府はじめ南丹市への実際の要望や陳情、政
策提言には地域振興会はじめ関係団体とともに連携し
て行うなど実際にはプラットホーム的な弾力的な体制
をとっている。これらが地縁的な繋がりを持っている
ことに対して、NPO 法人は志縁的な繋がりを持って
美山の地域運営に参画することでそれぞれの組織の役
割分担が出来ており、ガバナンスとしての多様な主体
を構成していると考えられる。

第⚔章 考察：成功の要因

これまで見てきたように、美山では地域の多様な組
織の出現とそれらの連携によって、少子高齢化や合併
などの社会情勢の変化に対応し、高度経済成長期のど
ん底に置かれた状態から、合併後にも地域が衰退する
ことなく維持されてきた。本章では、そのシステム奏
功の要因について考察する。

⚑節 危機意識の共有
美山においては、これまで見てきたように山林不況

と高度経済成長がもたらした基幹産業である林業の衰
退、若年層の人口流出による町の衰退などの対策とし
て、旧⚕村が美山町に合併し、農村工業の導入、さら
には観光への基幹産業を転換し雇用を確保することで
危機を乗り越えてきた。

住民にとっては死活の問題であり、相当の危機感を
持って町をあげての対策を講じたものと考えられる。

また、1980年代以降の農業・農協をめぐる問題の中
で、美山においても農協支所の合併により⚔支所が統
合されたが、美山の地理的要件からすれば日々の住民
生活に直結する生活必需品等を調達する機能の確保は
不可欠であり、住民総意のもとに住民出資の社会的企
業を設立せざるを得ない状況であった。

さらには、農協合併と平行して、基礎的自治体の行
財政基盤の確立として平成の大合併が議論される中、
美山が町として単独で生き残れるのか、合併をしない
と存続できないのかということで、住民サービスに直
結する機能の確保という面での危機感があったと考え
られる。

僅か50年の間に、住民生活に直結する危機が⚓度も
あり、これらを乗り越えるために住民の危機意識が共
有されていたために、危機に対する取組が出来たもの
と考えられる。

⚒節 基幹産業の転換
1973年の第⚑次オイルショックを機会に農山村への
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回帰から農山村への観光が脚光を浴びることになった
が、美山においても基幹産業を観光に転換したことが
成功の一つの要因ではないかと考えられる。

観光行政は狭義には産業振興と位置づけられている
が、広義には観光主管課だけではなく、全庁的なまち
づくりの一環として総合行政的に取り組まれており、
観光が時代の社会的性格と密接で多様な事柄と関わり
を持ちながら成立していることから（中尾、2008）、
観光を基幹産業にしたことにより、美山のネットワー
クの目的が明確になったと考えられる。

また、観光自体もこれまで都会の旅行会社が企画し
ていた発地型の観光から地域振興会や NPO 団体など
地域が主体となり、地域資源を活用した体験や交流、
学習などを企画し、将来的に移住・定住に結びつくよ
うな着地型の観光に変わってきており、美山が目指す
べき観光の方向性と合致しているものと考えられる。

⚓節 組織の役割分担と連携
美山を支える組織については、小学校区ごとに旧農

協支所を活用し日々の住民生活用品の確保をショップ
21、ふらっと美山、タナセン、大野屋といった住民出
資による社会的企業が担い、地域振興会が常設として
住民窓口サービスをはじめとした行政機能を持ち、地
域内の振興事業や地域内の団体との連携を行っており、
これらが美山の住民生活の基礎的な部分を担っている。
また、地域振興会が専門部を持ち一定の財源を確保し
ながら各分野にわたり事業を展開していることで、住
民生活機能の確保だけではなく、農業、産業や観光の
振興に繋がる役割を担っている。

加えて、NPO をはじめとした地域団体が地域振興
会と連携協働し、美山の地域資源を活用しながら活動
している。

平成の大合併により住民の声が届きにくくなってい
るということが言われるが、これらのエリアがもつ地
域課題を総合的に調整し、美山全体の課題として、国、
京都府、南丹市と対外折衝する機能を美山まちづくり
委員会が担っていることで、住民の声である地域課題
の解決に繋げているものと考えられる。

このことは、これまでガバナンスで議論されてきた
こと（第⚒章も参照）に照らし合わせると、行政の縮
小・限界或いは公共的な領域が行政の領域を超えてい
るという美山の地域課題を、美山まちづくり委員会が
中心となって、多様な組織のネットワークを構築し、
課題解決のための公共政策の主体となって機能してい
るものと言える。

また、美山への定住受け入れや都市農村交流や観光
事業、地域資源を活用した特産品の販売、雇用促進な
ど美山の産業振興の基盤を美山ふるさと株式会社が
担っている。

これらの組織については、美山地域振興連絡協議会

などにおいて定例的に会議をもつことや美山ふるさと
株式会社での役員を兼任するなど地域課題を共有する
ことがシステム化されていることも成功の要因である
と考えられる。

⚔節 地域マネジメント
美山まちづくり委員会、美山ふるさと株式会社、美

山観光協会、美山エコツーリズム推進協議会など美山
を牽引する主要団体のリーダーの大半は、旧美山町又
は美山町出身の南丹市幹部 OB が就任しており、行
政に精通し、南丹市はもとより京都府とも太いパイプ
を持っており、国や京都府、南丹市の補助金交付金を
はじめ有利な行政施策や制度に精通している。また、
農獣医学部卒業でアメリカ遊学経験者（大学の非常勤
講師）、海外経験豊富な元外資系の社長をはじめとし
た移住定住者がこれまでの豊富な経験を活かし、これ
らの組織の要となっていることがさらに美山の強みと
なっているものと考えられる。

このことは、第⚒章でもその重要性を議論したよう
に、それぞれの地域経営主体が連携・協働によるマネ
ジメントを行う地域運営を行っており、さらには移住
定住者やNPO団体が美山の地域課題の解決のための
政策策定の主体に参画することにより、新たな発想に
よる組織運営・地域運営に繋がっている。

また、地域振興会においては、経営者、民間経験者、
元議員がリーダーとして、住民の生活を守るという観
点から地域住民による綿密な組織及び連携を展開して
おり、これらの多様な主体が連携し、英知を出し合う
ことにより、まちづくりや地域の活性化をはじめとし
た地域運営など地域のマネジメントが行われているの
ではないかと考えられる。

それぞれの団体を牽引する経営視点に立ったリー
ダーが存在し、外部からの力を導入して地域の連携を
図っていることに加え、補助金や交付金などの財源の
確保を工夫しながら、公益から一歩踏み出して収益に
繋がる事業を展開し、自走出来る仕組みを作っている
ことが成功の大きな要因であると考えられる。

ガバナンスの実現には、地域社会の諸問題の解決に
向けて協力する意識や姿勢が必要とされているが、美
山においても地域振興会を中心とした組織連携により
自治能力を高めることや、美山まちづくり委員会を中
心とした組織連携により美山全体の地域課題を解決す
る仕組みが出来ていることから、美山の住民の課題解
決に対する意識の向上が図られているものと考えられ
る。

企業においても世界情勢や動向を見誤るものが散見
される中で、激動する社会情勢に組織及びその連携が
確立されている美山は、会社の組織以上に精巧に出来
ている組織と言っても過言ではない。
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⚕節 中長期計画
高度経済成長がもたらした基幹産業の転換、人口流

出などの第⚑の危機感、農協支所の合併問題を発端と
した住民生活機能の確保や住民自治に対する第⚒の危
機感、更には合併問題という第⚓の危機感に対して、
町や住民の危機感の共有による取組の結果、社会情勢
の変化に対応しうる中長期的な計画をたて、それぞれ
の課題に対応しうる組織をつくり、施策を展開してき
たことが功を奏し、多様な主体とその連携が出来たの
ではないかと考えられる。

旧美山町の計画については、住民意見を反映した美
山町の整備基盤を中心とした長期計画と高度経済成長
をはじめとした社会情勢を踏まえた中期計画がある。

特に高度経済成長期がもたらした危機に対応する産
業の転換と人口の流出への対応として、第4期に渡っ
て策定された地域振興計画「村おこし」の実効性が高
く、都市農村交流を前提とした美山自然文化村、定住
促進を前提とした美山ふるさと株式会社、住民利便性
の向上や地域課題に対応する地域振興会が明確に位置
づけられ施策が展開され、その成果・効果が出て来て
いるものと考えられる。

これとは別に、小学校区ごとの地域振興会において、
住民自らがそれぞれの地域課題を踏まえ、中心となっ
て策定した中長期計画も持っており、これに基づき自
治体ではない住民自治組織が事業を展開し公共サービ
スを提供している。

このように、旧美山町が策定した中期計画と地域振
興会が策定した中長期計画の⚒つの計画が相互に連関
して効果を高めたことが、成功に結びついているもの
と考えられる。

お わ り に

研究を進めて明確になったことは、美山という交通
も不便な農山村が高度経済成長をはじめとした社会情
勢の変化による危機に直面しながらも、小学校区とい
う単位において、住民生活にかかる様々な分野の組織
と連携し地域振興を図る組織、また、地域資源を活用
しながら基幹産業を支え、人を呼び込み、雇用を創出
し地域の活力を図る組織、美山の多様な主体を取りま
とめ外部とも連携し美山全体の課題を解決する組織、
といった多様な主体の連携により、地域課題を解決し
てきたことである。

その根底には、歴史的な背景を見ても住民の危機意
識が共有されており、住民が主体となった或は住民合
意の政策が計画的に策定され地域マネジメントのもと
に実行されてきたことがある。

美山はまさしく、地域を支える優れた地域振興の組
織及び連携が出来ている事例であると考えられ、疲弊
した地域の再生を図る先例となりうる。

平成の大合併が行われ中心地域から外れることと
なった多くの中山間地域や農山漁村においては、少子
高齢化、人口減少により、かつてない危機に迫られて
いるが、美山の仕組み・機能をあてはめることで、地
域の再生に繋がる可能性を見出せるのではないか。

まず、美山と同様に、交通も不便な中山間地域や農
山漁村には都会にはない豊かな地域資源が存在するが、
これらを有効に活用することに可能性がある。

また、現実に公共サービスが提供出来る範囲におい
て、団体及び人材の掘り起こしを行なうことによって、
主体となるうる組織を作ることにより⚒つ目の可能性
を見いだす。

これらは行政の責任において、例えば美山のように
初期段階においては、職員の派遣や地域おこし協力隊
のような人材を地域に配置し、組織及び人材の育成を
行なうことと自走することを前提に補助金や交付金な
どの有利な財源の確保を行うこととする。

その上で、当面は伴走型の支援を行い、多様な組織
の連携により、地域の持つ課題を計画的に解決する基
本的な仕組みを構築することにより現実味を帯び、可
能性として、自治体と地域が連携をし、美山がこれま
で培ってきたシステムを汎用出来るのではないかと考
える。

一方、美山においては、少子高齢化、人口減少への
対応が美山の共通する課題であることは間違いなく、
これらの課題について、新たな「危機感」を持って全
体が認識を共通する総合的な施策を展開しなければ、
年間100人もの人口が減少する事態に対応することは
難しい。

社会情勢が激しく変化する状況にあり先読みが難し
い状況であるが、少なくとも美山の人口減少について
は、このままいけば10年後は、若年層が不在のままで
3000人を切るという状況にあり、先を見据えた未来像
を描いておく必要があるのではないかと危惧する。

日本の人口減少は減少傾向にあるが、アジアの人口
は増加する傾向にあり、世界中から美山を訪ねる旅行
者もおり、グローバルな視点での将来像が必要になる
のではないかと考える。

そのためにも、美山としての新たな将来ビジョンを
持ち、実効性を伴う中長期の計画が必要である。その
計画策定にあたっては、地域の住民・団体はもとより、
NPO 法人をはじめとした多様な主体が連携を軸にし
つつ、進むべき方向性を誤らないようきっちりと将来
像が描ける専門家が必要ではないだろうか。その意味
でも、地域内の人材育成はもちろん、大学など外部の
専門機関との連携も、今後の過疎地域の持続性を考え
る上で必要になってくると思われる。
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